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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第２部門第４区分
【発行日】令和3年4月30日(2021.4.30)

【公開番号】特開2020-183053(P2020-183053A)
【公開日】令和2年11月12日(2020.11.12)
【年通号数】公開・登録公報2020-046
【出願番号】特願2019-87159(P2019-87159)
【国際特許分類】
   Ｂ２９Ｃ  33/72     (2006.01)
   Ｃ１１Ｄ   7/22     (2006.01)
   Ｃ１１Ｄ  17/04     (2006.01)
   Ｂ２９Ｃ  48/27     (2019.01)
【ＦＩ】
   Ｂ２９Ｃ   33/72     　　　　
   Ｃ１１Ｄ    7/22     　　　　
   Ｃ１１Ｄ   17/04     　　　　
   Ｂ２９Ｃ   48/27     　　　　

【手続補正書】
【提出日】令和3年3月22日(2021.3.22)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　樹脂粒状体と、前記樹脂粒状体の外表面に被覆された洗浄成分とからなる成形機用洗浄
剤であって、
前記洗浄成分の臨界表面張力が、２２ｄｙｎｅ／ｃｍ以下であり、
前記洗浄成分の含有量が、前記樹脂粒状体１００重量部に対し、０．０１重量部未満の有
効量であることを特徴とする成形機用洗浄剤。
【請求項２】
　前記洗浄成分の被覆層上に、常態において粉状体または粒状体であって、臨界表面張力
２２ｄｙｎｅ／ｃｍ以下の洗浄成分を含有する付加成分が、さらに付着されてなる請求項
１に記載の成形機用洗浄剤。
【請求項３】
　前記樹脂粒状体が、平均粒径０．５～１０ｍｍの粒子集合体である請求項１に記載の成
形機用洗浄剤。
【請求項４】
　前記洗浄成分の臨界表面張力が、２１ｄｙｎｅ／ｃｍ以下である請求項１に記載の成形
機用洗浄剤。
【請求項５】
　前記粉体状または粒状体の洗浄成分の粒径が１～８０μｍである請求項２に記載の成形
機用洗浄剤。
【請求項６】
　前記洗浄成分が、フッ素樹脂および／またはケイ素樹脂である請求項１、２、４または
５のいずれか１項に記載の成形機用洗浄剤。
【請求項７】
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　樹脂粒状体の外表面に洗浄成分が被覆されてなる成形機用洗浄剤の製造方法であって、
前記樹脂粒状体と、
前記樹脂粒状体１００重量部に対し、臨界表面張力２２ｄｙｎｅ／ｃｍ以下の洗浄成分０
．０１重量部未満の有効量が含有されるように、添加された前記洗浄成分の液状体とを
混合工程に供し、前記樹脂粒状体の外表面に前記洗浄成分が被覆されるまで前記樹脂粒状
体と前記洗浄成分とを常温において、十分な時間接触させることを特徴とする成形機用洗
浄剤の製造方法。
【請求項８】
　前記混合工程において、得られた成形機用洗浄剤の湿潤状態の被覆層上に、常態におい
て粉状体または粒状体の洗浄成分を含有する付加成分が付着される付着工程が、さらに付
加されてなる請求項７に記載の成形機用洗浄剤の製造方法。
【請求項９】
　さらに、乾燥工程が付加されてなる請求項７または８に記載の成形機用洗浄剤の製造方
法。
【請求項１０】
　前記洗浄成分がフッ素樹脂および／またはケイ素樹脂である請求項７または８に記載の
成形機用洗浄剤の製造方法。
【請求項１１】
　請求項１～６のいずれかの１項に記載の成形機用洗浄剤を用いることを特徴とする成形
機の洗浄方法。 
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１９】
  次に、本発明に係る成形機用洗浄剤の製造方法について説明する。
本発明によれば、樹脂粒状体の外表面に洗浄成分が被覆されてなる成形機用洗浄剤であっ
て、
  前記樹脂粒状体１００重量部に対し前記洗浄成分０．０１重量部未満の有効量が含有さ
れるように、前記樹脂粒状体の集合体に前記洗浄成分の液状体が添加され、両者を混合・
撹拌処理する混合工程に供される。
  前記洗浄成分の液状体は、洗浄成分の溶液または懸濁液である。洗浄成分の溶液として
は、洗浄成分の溶解可能な溶媒を用いることができるが、洗浄成分がフッ素樹脂の場合、
フッ素系溶媒を用いることが好ましい。フッ素系溶媒として具体的には、＿ハイドロフル
オロオレフィン等を挙げることができる。また、洗浄成分の懸濁液としては、水媒体を使
用することが好適である。かかる洗浄成分の溶液または懸濁液としては、洗浄成分が、０
．５～４０％、好ましくは、１～１０％のものを採用することができる。
前記混合工程における混合・撹拌処理は、前記樹脂粒状体集合体と、通常、液状の前記洗
浄成分の液状体との接触が可能な容器内において両者を混合し、前記樹脂粒状体の外表面
上に前記洗浄成分の被覆層が形成されるまで非加熱条件下、例えば、常温で撹拌処理が行
なわれ、洗浄成分の被覆層が形成されるまで混合・撹拌処理が継続される。
前記混合工程における混合・攪拌処理は、前記樹脂粒状体と前記洗浄成分液状体をミキサ
ーなどの適当な手段を用いることにより適当な容器内で行うことができる。
前記混合・撹拌処理後、洗浄成分が被覆された湿潤状態の洗浄剤は必要に応じて乾燥工程
に供され、乾燥処理に供することができる。
乾燥処理は、洗浄成分が樹脂粒状体に強固に固定され、脱落防止が可能な条件で実施でき
ればよいが、乾燥温度としては、２０～５０℃、好ましくは、２５～４５℃、さらに好ま
しくは、３０～４０℃の範囲を採用することができる。
かかる乾燥処理により、湿潤状態の洗浄成分の被履層上に付着された付加成分としての洗
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浄成分の固定化も図ることができる。乾燥工程においては混合工程において得られた洗浄
剤の被覆層の湿潤状態の程度により１～１０時間、好ましくは、１．５～３時間の乾燥時
間を採用することができる。
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